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新型コロナウィルス感染症拡大という問題に直面して以降、産業界におけるメンタルヘルス不

調予防や健康増進に関する対策は、人事労務及び労働者の生産性の向上、経営管理につながるこ

とから、より重要度を増しているといえる。厚生労働省の調べによると、メンタルヘルス不調で

の休職・退職者がいると回答した事業所は 1割を超える。一方で、労働者のメンタルヘルス不調

の未然防止、発生した場合の早期発見・早期対応、さらには適切な復職支援及び再発防止などが

6割を超える事業所で実施されている（厚生労働省，2023a）。社会情勢等の変化に対応した「働

き方改革」に注目が集まり、職場における精神的不調者への介入や、ストレスマネジメント、労

働環境改善など多様な取り組みが行われている。そのなかに、労働者の様々な知識・スキル向上

をめざした教育研修制度や、従来型の指導ではなく人材育成と個人の能力を引き出すことを支援

するメンターまたはコーチ制度がある。これらの制度は、職場適応を高めることが予測され、ひ

いては労働者の心身の健康にも影響を与えると考えられる。しかし、これらの制度の有無が、労

働者の心理にどのように働きかけるかの機序は明らかでない。そこで本研究では、職場適応の指

標としてワーク・エンゲイジメント（work engagement）と組織内自尊感情（organization-based

self-esteem）、個人特性のひとつとして情動知能（emotional intelligence）を取り上げ、これらが心

身の健康にどのように関連しているかを検討する。ワーク・エンゲイジメントとは、仕事に関連

するポジティブで充実した心理状態であり、仕事に向けられた持続的かつ全般的な感情と認知の

状態と定義される（Schaufeli & Bakker, 2004；島津，2009）。近年、多様な個人が主体的・意欲

的に仕事に取り組むことによって、個人や組織の活性化につながり、人材戦略や経済戦略へと貢

献することが指摘されるなど、ワーク・エンゲイジメントは産業分野において重要な概念とされ

る（経済産業省，2022）。組織内自尊感情は、個人が組織の成員として自己を有能で価値ある重

要な存在と捉える度合いと定義される（Pierce et al., 1989）。組織内自尊感情を促進する要因とし

て、個人の自尊感情、自己効力感、情緒安定性等の特性、組織の職務複雑性及び自立性、効果的

リーダー行動、社会的・組織的支援、心理的所有感、給与などの特性があるとし、逆にそれを抑
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制する要因として、職務ストレス、役割曖昧性、役割葛藤、職務不安定性等の組織特性があると

される（Bowling et al., 2010；松田他，2009; Pierce & Gardner, 2004）。情動知能とは、情動を理

解したり制御したりする人間の情動機能に関わる能力を示す概念とされる（Salovey & Mayer,

1990）。

方 法

調査対象者と手続き

インターネット調査会社（株式会社クロス・マーケティング）にモニター登録している成人の

うち、調査時点で就業しており、休職経験のない人を対象に、2024年 6月にオンライン調査を

実施した。アンケート開始前に、研究目的や調査データの使用範囲、匿名化したうえでデータ解

析を行うこと、調査中断・同意取り消しについての説明を調査会社のフォーマットに明記し、同

意した人のみが調査画面へ遷移するシステムを用いた。なお、回答時に情動知能尺度日本語版に

おいてストレートライン回答をした人は、データ不備として調査会社からの納品時に削除され

た。総サンプリング数は 1172名（男性 572名・女性 600名・その他 0名、平均年齢 43.45歳±

9.89歳、範囲 21-60歳、平均勤続年数 13.28年±10.26年）であった。

質問項目

調査は以下の尺度で構成した。ワーク・エンゲイジメント尺度、組織内自尊感情尺度、情動知

能尺度日本語版それぞれにおいて項目の提示順序をランダム化した。心身の健康の指標となる

K6日本語版と職業性ストレス簡易調査票における身体愁訴尺度の提示順序はそのままとした。

デモグラフィック項目 年齢、性別、居住地、職業、職位、事業所規模、入職時期、勤続年

数、新入社員研修後の教育研修の有無、メンターやコーチによるキャリア発達支援の有無、勤務

形態とそれによる「しんどさ」評価などであった。

ワーク・エンゲイジメント尺度 日本語版ワーク・エンゲイジメント尺度短縮版（Japanese

short version of the Utrecht Work Engagement Scale（UWES-J）；Shimazu et al., 2008）9項目を用い

た。この尺度は「活力（vigor）」、「熱意（dedication）」、「没頭（absorption）」の 3因子構造とされ

る（Schaufeli & Bakker, 2004）。調査対象者は 7件法（0．全くない、1．ほとんど感じない／1年

に数回以下、2．めったに感じない／1ヶ月に数回以下、3．時々感じる／1ヶ月に数回、4．よく

感じる／1週間に 1回、5．とてもよく感じる／1週間に数回、6．いつも感じる／毎日）で回答

した。

組織内自尊感情尺度 組織内自尊感情尺度（Japanese version of the organization-based self-

esteem scale（OBSE-J）；Matsuda et al., 2011）8項目を用いた。この尺度は 1因子構造とされる。

調査対象者は 5件法（1．当てはまらない、2．やや当てはまらない、3．どちらでもない、4．や

や当てはまる、5．当てはまる）で回答した。
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情動知能尺度 情動知能尺度日本語版（Japanese Emotional Skills & Competence Questionnaire

（J-ESCQ）；Toyota et al., 2007）24項目を用いた。この尺度は「情動の表現と命名（expressing

and labeling emotion）」、「情動の理解と認識（perceiving and understanding emotion）」、「自分の情

動の制御と調節（managing and regulating emotion）」の 3因子構造とされる（Toyota, et al.,

2007）。調査対象者は、5件法（1．決してそうでない、2．めったにそうではない、3．ときどき

そうである、4．だいたいそうである、5．いつもそうである）で回答した。

心身の健康の指標となる尺度 K6日本語版（Japanese version of the Kessler psychological

distress scale; Furukawa et al., 2008; Kessler et al., 2003）の 6項目を用いた。調査対象者は、5件

法（0．全くない、1．少しだけ、2．ときどき、3．たいてい、4．いつも）で回答した。職業性

ストレス簡易調査票（brief job stress questionnaire；下光，2005）のうち、身体愁訴 11項目を用

いた。調査対象者は、4件法（1．ほとんどなかった、2．ときどきあった、3．しばしばあった、

4．ほとんどいつもあった）で回答した。

倫理的配慮

本研究は、園田学園女子大学の研究倫理委員会における研究倫理審査で承認された（承認番

号：22-05-01）。調査対象者に対し、調査は任意であること、個人を特定できない情報として使

用すること等を WEB 画面上で伝え、同意があった人のみに対し調査を実施した。

結 果

デモグラフィック項目における基本統計

調査対象者の男女別、職位別の度数とその割合を Table 1に示した。チームリーダー・マネー

ジャー・係長・主任職の割合が、一般社員及び課長職以上よりも少なかった。男女別、調査対象

者が所属する事業所規模ごとの度数とその割合を Table 2に示した。新入社員研修後の継続的な

教育研修の実施状況を Table 3に示した。それが「ある」と回答した人は 704名（60.1％）であ

った。メンターもしくはコーチ制度の有無を Table 4に示した。それが「ある」と回答した人は

410名（35.0％）であった。

Table 1 男女別調査対象者の職位

一般社員
チームリーダー・
マネージャー・
係長・主任職

課長職以上 合計

N ％ N ％ N ％ N ％

男性
女性

278
296

48.6％
49.3％

77
103

13.5％
17.2％

217
201

37.9％
33.5％

572
600

100.0％
100.0％

合計 574 49.0％ 180 15.4％ 418 35.7％ 1172 100.0％
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職場適応の指標、及び心身の健康の指標として用いた尺度の検討

組織内自尊感情尺度、ワーク・エンゲイジメント尺度、情動知能尺度などの心理・情緒的側面

を捉える尺度と心身の健康の指標とする K6及び職業性ストレス簡易調査票の身体愁訴の基本統

計量と各変数間の相関係数を Table 5に示した。K6におけるカットオフポイント（Furukawa et

al., 2008; Kessler et al., 2003）を検討した結果、Table 6に示した通り、心理的ストレス反応相当

とされる 5点以上が 1172名中 236名（20.1％）であった。気分・不安障害相当とされる 9点以

上は、1172名中 177名（15.1％）であった。重症精神障害相当とされる 13点以上は、1172名中

189名（16.1％）であった。職業性ストレス簡易調査票の身体愁訴 11項目におけるカットオフポ

イントは、男性では 27-44点（7.4％）とされ、女性では 30-44点（7.8％）とされる（下光，

2005）。Table 7に示した通り、調査対象であった男性 572名のうち 75名（13.1％）、女性 600名

のうち 79名（13.2％）がカットオフポイントを超える値であった。

Table 2 男女別，調査対象者が所属する事業所規模

1～49名 50～99名 100～499名 500～999名 1000名以上 合計
N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％

男性
女性

112
152

19.6％
25.3％

67
66

11.7％
11.0％

145
144

25.3％
24.0％

58
55

10.1％
9.2％

190
183

33.2％
30.5％

572
600

100.0％
100.0％

合計 264 22.5％ 133 11.3％ 289 24.7％ 113 9.6％ 373 31.8％ 1172 100.0％

Table 3 新入社員研修の後も継続的に教育研修（OJT など）の実施

ある ない わからない 合計
N ％ N ％ N ％ N ％

男性
女性

347
357

60.7％
59.5％

168
195

29.4％
32.5％

57
48

10.0％
8.0％

572
600

100.0％
100.0％

合計 704 60.1％ 363 31.0％ 105 9.0％ 1172 100.0％

Table 4 メンター・コーチ制度の有無

ある ない わからない 合計
N ％ N ％ N ％ N ％

男性
女性

193
217

33.7％
36.2％

296
316

51.7％
52.7％

83
67

14.5％
11.2％

572
600

100.0％
100.0％

合計 410 35.0％ 612 52.2％ 150 12.8％ 1172 100.0％
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探索的因子分析及び内的一貫性の検討

本研究において用いた各尺度における因子構造を確認し、内的一貫性を検討するため、IBM

社の SPSS 29.0.2.0を用いた解析を行った。

ワーク・エンゲイジメント尺度 9項目の因子構造を確認するため、探索的因子分析（最尤法・

バリマックス回転・固有値 1基準）を実施した。結果、抽出された因子は 1つであり、その累積

寄与率は 79.79％、9項目の因子負荷量は .95−.84であった。その信頼性係数 α は .97であった。

本尺度は Schaufeli & Bakker（2004）が示した 3因子構造ではなく、天池（2019）や Shimazu et

al.（2008）と同様の 1因子構造であることが確認された。

組織内自尊感情尺度 8項目の因子構造を確認するため探索的因子分析（最尤法・バリマックス

回転・固有値 1基準）を実施した。結果、抽出された因子は 1つであり、その累積寄与率は

Table 5 各尺度の基本統計量と変数間の相関係数

尺度 得点範囲 N M SD
95％ CI

1 2 3 4 5
下限 上限

1．組織内自尊感情 1-5 1172 3.56 0.88 3.51 3.62 － .555** .551** −.391** −.205**
2．ワーク・エン
ゲイジメント 0-6 1172 2.94 1.62 2.84 3.04 － － .540** −.282** −.113**

3．情動知能 1-5 1172 3.19 0.75 3.15 3.23 － － － −.299** −.180**

4．K6 0-4
（合計 24点） 1172 6.25 6.19 5.88 6.61 － － － － .577**

5．身体愁訴 1-4
（合計 44点） 1172 19.86 6.74 19.44 20.24 － － － － －

注）**p＜.01

Table 6 男女別，K6の結果

4点以下 5-8点 9-12点 13点以上 合計

N ％ N ％ N ％ N ％ N ％

男性
女性

298
272

52.1％
45.3％

100
136

17.5％
22.7％

86
91

15.0％
15.2％

88
101

15.4％
16.8％

572
600

100.0％
100.0％

合計 570 48.6％ 236 20.1％ 177 15.1％ 189 16.1％ 1172 100.0％

Table 7 男女別，身体愁訴の結果

男性

得点範囲 11点 12-15点 16-21点 22-26点 27-44点
合計

％ 5.3％ 31.0％ 40.5％ 15.9％ 7.4％

観測度数 61 168 181 87 75 572
％ 10.7％ 29.4％ 31.6％ 15.2％ 13.1％ 100.0％

女性

得点範囲 11-13点 14-17点 18-23点 24-29点 30-44点
合計

％ 8.3％ 23.6％ 38.6％ 21.7％ 7.8％

観測度数 87 113 197 124 79 600
％ 14.5％ 18.8％ 32.8％ 20.7％ 13.2％ 100.0％
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69.77％、8項目の因子負荷量は .90−.67であったことから Matsuda et al.（2011）と同様の 1因子

構造であることが確認された。その信頼性係数 α は .95であった。

情動知能尺度 24項目の因子構造を確認するため探索的因子分析（最尤法・プロマックス回

転・固有値 1基準）を行った。因子負荷量 .35を基準として因子を解釈したところ、以下の 3因

子が抽出された。「情動の表現と命名」は「私は、自分の気持ちや感情を表すことばがすぐに浮

かんでくる」をはじめとする 9項目であり、それらの因子負荷量は .92−.45、信頼性係数 α は

.94であった。「情動の理解と認識」は「私は、誰かと一緒にいる時の様子をみると、その人の感

情を正確に見きわめられる」をはじめとする 8項目であり、それらの因子負荷量は .86−.66、信

頼性係数 α は .94であった。「自分の情動の制御と調節」は「私は、正常な物事に対する感じ方

をしている」をはじめとする 7項目であり、それらの因子負荷量は .79−.35、信頼性係数 α は

.86であった。

パス解析による検証

ワーク・エンゲイジメント尺度、及び組織内自尊感情尺度は上述の通り、単因子構造であるこ

とが確認されたので、各尺度における項目の合計得点を算出し、平均値を求めた。情動知能尺度

は 3因子構造であることが確認されたが、仮説モデル構築にあたり参照した先行研究に倣ったこ

と、ならびにモデル解釈の煩雑さを回避するため、構造方程式モデリングにおいては全 24項目

の平均値を「情動知能」とした。また、新入社員研修後の教育研修制度の有無、及びメンターや

コーチによるキャリア発達支援制度の有無については、制度ありを 1、制度なしまたは不明を 0

とした 2値変数へと変換した。これらの変数を用い、相関係数ならびに先行研究（天池，2019；

松田・石川，2012）及びこれまで研究チームで構築したモデル（足立他，2024）を参考に、新た

なモデルを構築して検討を行った。解析は、IBM 社の Amos 29.0.0を用いた。最終的に、Figure

1に示すモデルを採用した（χ2（6）＝158.128, p＝.000）。Figure 1には、最尤法を用いたパラメー

タの推定を行い、有意であったパスのみを示した。モデル適合度は GFI＝.965, AGFI＝.837,

RMR＝.152, RMSEA＝.147, AIC＝202.128であり、一部の指標では低い値もあるものの、変数の

数を鑑み、十分であると判断した。

新入社員研修後の継続的な教育研修制度の有無、及びメンターやコーチによるキャリア発達支

援制度の有無は、ワーク・エンゲイジメント、組織内自尊感情、情動知能いずれにも有意な正の

パスを示し、とくにメンター／コーチ制度は、ワーク・エンゲイジメント（β＝.10, p＜.001）と

情動知能（β＝.17, p＜.001）に関連が見られた。また、情動知能から、ワーク・エンゲイジメン

トと組織内自尊感情への正のパスも確認できた（β＝.51, p＜.001; β＝.53, p＜.001）。さらに、得

点が高いほど不調であることを示す K6及び身体愁訴へは、いずれの変数からも負のパスが有意

であった。とくに他者や自身が気づきにくい精神的不調には、ワーク・エンゲイジメント、組織

内自尊感情、情動知能からのすべてが有意であった（β＝−.08, p＝.003; β＝−.30, p＜.001; β＝

−.09, p＝.007）。以上のように、メンター／コーチ制度や研修制度が、職場適応に関する心理指
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標を高め、心身の不調の発生を予防するメカニズムの一助となることを明らかにした。

考 察

本研究において、Figure 1のようなモデルを 1つ抽出することができた。新入社員研修後の継

続的な教育研修制度、及びメンターやコーチによるキャリア発達支援制度は、ワーク・エンゲイ

ジメント、組織内自尊感情、情動知能いずれにもポジティブな影響を与えることがわかった。精

神的不調の適応指標として用いた K6の得点はワーク・エンゲイジメント、組織内自尊感情、情

動知能から負のパスが認められた。身体愁訴の得点は、組織内自尊感情と情動知能から負のパス

がみられた。

Figure 1における「個人と仕事の関係」と「個人と組織の関係」は、厚生労働省（2023b）が

働き方・休み方改革を進めるための支援策としてエンゲイジメント向上を掲げ、それは「個人と

仕事の関係」に着目したワーク・エンゲイジメントと、「個人と組織の関係」に着目した従業員

エンゲイジメントの 2つに分類されるとする考えに基づくものである。厚生労働省（2023b）は、

Figure 1 パス解析による分析モデルの検証結果（N＝1172）
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エンゲイジメントが向上することで従業員の能力が最大限活かされ、生き生きと健康的に働くこ

とができるとしている。後者の従業員エンゲイジメントは、企業などの所属組織への貢献意欲を

指し、組織が目指す方向性を理解し、それが自身の目指す方向性と重なることで組織に貢献しよ

うと思うことと定義されることから、本研究における組織内自尊感情と類似した概念として捉え

ることができる。Figure 1に示した「仕事の資源（job resources）」と「個人の資源（personal

resources）」は、島津（2009）がワーク・エンゲイジメントを規定する要因に「仕事の資源」と

「個人の資源」があるとする考えに基づくものである。「仕事の資源」とは、ストレッサーやそれ

に起因する身体的、精神的な負担を低減し、仕事上の目標達成を促進し、個人の成長や発達を促

進する機能をもつ物理的、社会的、組織的要因である（Bakker & Demerouti, 2007; Schaufeli &

Bakker, 2004；島津，2009）。新入社員研修後の教育研修の実施やメンターやコーチによるキャリ

ア発達支援の制度などの組織による人材育成は、仕事の資源と捉えることができる。「個人の資

源」は、個人を取り巻く環境に対しうまくコントロールできる能力や、レジリエンスと関連した

肯定的な自己評価とされる（Hobfoll et al., 2003；島津，2009）。情動知能は、自己肯定感を高め

（Toyota, 2011）、ポジティブな適応の指標となる自尊感情を促進し（Toyota et al., 2007）、孤独感

を抑制する（豊田他，2007）ことから、広義には情動知能は「個人の資源」と捉えることができ

る。以下では、島津（2009）による「仕事の資源（job resources）」と「個人の資源（personal

resources）」、及び厚生労働省（2023b）による「個人と仕事の関係」と「個人と組織の関係」を、

本研究で取り上げた変数に当てはめ、それらの変数が心身の健康にどのように関連するのか、モ

デルの解釈を試みる。

本研究では、「個人と組織の関係」と捉えられる組織内自尊感情は精神的健康及び身体的健康

の両方に影響し、「個人と仕事の関係」に着目したワーク・エンゲイジメントは精神的健康に影

響していることが明らかになった。本研究において注目すべき点は、労働者の様々な知識・スキ

ル向上をめざした継続的な教育研修や、メンターやコーチによるキャリア発達支援などの職場か

らの支援が、「個人と組織の関係」と捉えられる組織内自尊感情にポジティブな効果を与え、そ

のことが労働者の心身の健康によい影響を与えていることである。つまり、職場環境の整備で支

援できる変数が、組織内自尊感情を介してアウトカムの心身の健康状態に影響を与えるというこ

とから、組織内自尊感情を育むような働く環境づくりに力を入れることが経営管理や人事労務、

労働者の生産性向上につながることを示しているといえる。また、ワーク・エンゲイジメントに

おいても、職場における教育研修及びメンターコーチによるキャリア発達支援からポジティブな

効果があり、そのことが精神的健康を支えているといえる。組織内自尊感情及びワーク・エンゲ

イジメントは、職場における心身の健康度と深く関連することが示されており（小畑・森下，

2014；松田・石川，2012；松田他，2009；向江，2018；島津，2009；島津，2010；島津，2018；

島津・江口，2012）、本研究においては、継続的な教育研修や、メンターやコーチによるキャリ

ア発達支援などの「仕事の資源」が労働者の職場適応への 2つのエンゲイジメント（厚生労働

省，2023b）を高め、さらにそれが心身の健康に影響することを裏づけるモデルが得られたとい
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える。

「個人の資源」と捉えられる情動知能からワーク・エンゲイジメントと組織内自尊感情への正

のパスが確認され、また、情動知能から身体愁訴と精神的不調への負のパスが確認された。これ

は、情動知能という「個人の資源」が「個人と仕事の関係」に着目したワーク・エンゲイジメン

ト、ならびに「個人と組織の関係」と捉えられる組織内自尊感情にポジティブな影響を与え、さ

らに、身体愁訴と精神的不調を抑制する効果があることを示している。つまり、情動知能が高い

傾向の人は自律的に心の状態をコントロールすることができるので、職場におけるエンゲイジメ

ントを保つことができ、ひいてはそのことが心身の健康によい影響を与えるといえる。本研究で

は、情動知能がビッグファイブ性格尺度と関係しているとされることから（大野木，2005;

Toyota et al., 2007）、特性変数であるとした。その一方で、情動知能はストレス経験からの成長

という環境的な要因によって、後天的に向上させることが可能な能力とする研究もある（野崎，

2012；多田，2012）。職場における継続的な教育研修や、メンターもしくはコーチなどのキャリ

ア発達支援による働きかけによって情動知能を向上させることができる可能性が示唆される。た

とえ情動知能という個人特性が高くない労働者であっても、「仕事の資源」が提供されることに

よって情動知能が高められ、そのことが職場におけるエンゲイジメントの両側面にポジティブな

影響を与え、さらに、労働者の心身の健康増進に寄与し、職場適応がよくなる可能性がある。

今後の課題

本研究で得られた Figure 1において誤差間相関が大きな数値（r＝.55, p＜.001）が得られたこ

とからも、身体愁訴と精神的ストレスとは相互に作用すると考えられ、新入社員研修後の継続的

な教育研修制度、及びメンターやコーチによるキャリア発達支援制度などの「仕事の資源」は、

情動知能、組織内自尊感情、ワーク・エンゲイジメントにポジティブに働きかけ、さらに、情動

知能から組織内自尊感情及びワーク・エンゲイジメントにポジティブに働きかけて労働者の心身

の健康に影響を及ぼすことが示された。しかしながら、組織内自尊感情はワーク・エンゲイジメ

ントを予測する重要な変数であることが示される（足立他，2024; Mauno et al., 2007）にも関わ

らず、本研究において認められなかった。これは、コロナ期からポストコロナ期においてリモー

トワーク及びハイブリッドワークの定着などのように、コロナ禍以前とは働き方が大きく変化し

たことによって、労働者の組織に対するエンゲイジメントにも変化が生じたのではないかという

ことを示唆する（溝口・松下，2025）。今後、それについての検討が必要と考えられる。さらに、

今後の課題として、メンターやコーチによる具体的な支援がどのようなものであるのか、本研究

では検討できておらず、その検討が必要である（西垣，2013；谷口・石山，2024）。また、どの

ような教育研修が効果的であるのかについても、具体的な例の収集が求められる（中野，2023）。
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